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E図表1ヨ 国土の利用目的に応じた区分ごとの規模の目標  

（単位：万ha，％）  

構 成 比  
平成4年  平成17年  

4 年   17 年   

用  地   525   49   13．9   13．2   

路  地   516   /190 13．7   13．0   

採 草 放 牧 地   9   9   0．2   0．2   

森  林   2，520   2，522   66．7   66．7   

原  町   27   23   0．7   0．6   

水面・河川・水路   132   135   3．5   3．6   

道  路   117   137   3．1   3．6   

宅  地   川5   185   4．4   4．9   

住   宅  地   99   110   2．6   2．9   

工 業 用  地   17   18   0．5   0．5   

そ の 他 の 宅 地   49   57   1．3   1．5   

そ  の  他   292   278   7．7   7．4   

計   3．778   3，779   100．0   100．0   

市  街   地   140  
117  

盲iミ：l ヤ成一川ミの地F＿川りlヰう｝は，国土け朋べによる。  

2 道路は，‥一般道錆並びに農道及び林道である。  

3 ホ缶地は、「国勢調査」の定義による人口集中地区である。  

平成4年欄の市街地蘭積は，平成2年の国勢調査による人口集中地区の面積で  

ある。  

E図表2ヨ 三大都市圏からの土地購入の模式図  

＿、り  

資料：図表2－2－28に同じ 

は：11，000僚円未満のものは省略した。  
2 各圏域の下に付した数字は，：lj該周城の土地の取引額で，上段が平成6年，  

下段（）内が平成5年の数値である。  

3 矢印に付した数字は，東京圏，大阪圏，名古屋岡の在住者（法人，地方公  
共団体等を含む。）の，各岡城における土地柄人額である。  
なお，本年は名古屋圏については，1Ⅲ渡円以上の該当取引は行われなかった。  

4 地域【貢分については，l到表2－2－31の注2に同じ。   
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E図表3ヨ 地域別公示価格（全用途平均）変動率の推移  

資料：国土庁「地価公示」による。   

注：1東京圏とは首都圏整備法による既成巾街地及び近郊髄備帯  

を含む市区町村の区域。  

2 大阪圏とは近畿圏整備法による既成都市区域及び近郊整備  

区域を含む市町村の区域。  

3 名古屋圃とは中部圏開発整備法による郡市整備区域を含む  
市町村の区域。  

E図表4ヨ ファミリー世帯向け賃貸マンション家賃の推移（東京圏平均）  
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一層－3DK上限｛｝3DK下限＜＞2DK上限｛〉2DK下限  

岩田・：（抹Ⅲ三宅軒糾杜「性宅耕鞘」よりい与＝二け作成   

ほ：各年2月1I］の家賃である。   


